
05 No.255

特
別
委
員
会
を
設
置
・
物
価
高
騰
へ
の
対
応

第４回
定例会

第４回
臨時会

複合施設整備特別委員会、
議会改革特別委員会を設置

Pick Up
特別委員会設置の決議

全
会
一
致

※補正予算　年度当初の予算（当初予算）に、追加・その他の変更を加えるために提出される予算
※付議事件　�本市議会だよりでは、議案のうち条例、補正予算、議員発議、決議以外のものを付議事件とし

ています。

（
05
ペ
ー
ジ
）

（
06
ペ
ー
ジ
）

複合施設整備特別委員会 　市では、深川駅周辺の活性化や市民
生活の向上等を図るため、生涯学習や
公共交通等の拠点施設整備に向け、関
係機関など多くの市民の意見を伺いな
がら、深川駅周辺複合施設整備基本計
画を令和４年11月に策定しました。
　市議会としても、令和４年第１回市
議会定例会で複合施設整備特別委員会
を設置し、同計画についての調査を行
ってきましたが、現在、基本設計・実
施設計の策定作業が進められているこ
とから、特別委員会を改めて設置し調
査を行っていくものです。

■委 員 長　　宮澤　孝司
■副委員長　　村上　　誠
■委　　員　　北村　　薫、大前　昭代、
　　　　　　　新田　　旺、山本　時雄

議会改革特別委員会　市議会では、様々な視点から議会改
革に向けた検討項目の調査や取組を行
ってきましたが、今後も継続して取り
組んでいくことが重要であることか
ら、これまでの議論を継承するととも
に、新たな検討項目も加えながら、議
会改革に関する調査を行うため、特別
委員会を設置しました。
　今後は、タブレット端末等を活用し
たペーパーレスによる議会運営につい
て検討を行っていくほか、議会基本条
例等の必要性についても検討を進めて
いきます。

■委 員 長　　鶴岡　恵司
■副委員長　　田畑　陽美
■委　　員　　有働　正夫、伊藤美恵子、
　　　　　　　宮澤　孝司、松本　雅祐
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︻
条　

例
︼

※賛成＝○、反対＝●、近沢弘幸議長は採決に加わりません。

■
深
川
市
印
鑑
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
　

■
深
川
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
　

　
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
等
に
設
置
さ
れ
て
い

る
多
機
能
端
末
機
か
ら
、
各
種
証
明
書
を
取
得
で

き
る
コ
ン
ビ
ニ
交
付
サ
ー
ビ
ス
の
運
用
開
始
に
伴

い
、
個
人
番
号
カ
ー
ド︵
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
︶

や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
を
利
用
し
、
同
サ
ー
ビ
ス

に
お
い
て
印
鑑
登
録
証
明
書
を
交
付
で
き
る
よ

う
、
所
要
の
改
正
を
行
う
も
の
で
す
。

　
国
民
健
康
保
険
税
に
お
い
て
、
出
産
す
る
被
保

険
者
の
所
得
割
額
及
び
被
保
険
者
均
等
割
額
を
一

定
の
期
間
、
減
額
す
る
た
め
の
算
定
方
法
に
つ
い

て
、
法
令
の
定
め
に
の
っ
と
っ
て
改
め
る
な
ど
、

所
要
の
改
正
を
行
う
も
の
で
す
。

市
議
会
だ
よ
り
に
掲
載
し
き

れ
な
か
っ
た
案
件
は
Ｈ
Ｐ
で

確
認
で
き
ま
す
。

議�員�名（�議�席�番�号�順�）
議
決
結
果
▼

伊
藤
美
恵
子

新
田　
　
旺

有
働　
正
夫

村
上　
　
誠

松
原
や
す
子

佐
々
木
一
夫

大
前　
昭
代

田
畑　
陽
美

北
村　
　
薫

近
沢　
弘
幸

鶴
岡　
恵
司

宮
澤　
孝
司

松
本　
雅
祐

山
本　
時
雄

第４回
臨時会

深川市職員給与条例の一部を改正する条
例について ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 可決

第４回
定例会

指定管理者の指定について（深川市総合
福祉センター） ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 可決

令和５年度深川市一般会計補正予算（第
７号） ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 可決

工事請負契約の変更について（深川市新
庁舎庇等建築・現庁舎解体工事） ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 可決

全
会
一
致

深
川
市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
　

全
会
一
致議決結果

エネルギー・食料品価格等物価高騰対策に係る経費
を含む補正予算案を可決

Pick Up
補正予算

全
会
一
致

　令和５年12月６日開会の第４回定例会において、物価高騰対策のための各事業費等が計上された
一般会計補正予算（第７・８号）を可決しました。事業の中から主なものを紹介します。

　物価高騰等に直面する低所得者を支援するため、令和５年度
住民税非課税のみ世帯に対して、７万円を給付するものです。

〈エネルギー・食料品価格等物価高騰支援給付金〉

総額総額22億億6,8546,854万万円円

全
会
一
致

賛
成
多
数

第
４
回
定
例
会
で
可
決
し
た
条
例
案
の

主
な
も
の
を
掲
載
し
ま
す
。

・１月下旬に対象世帯へ案内を送付
　・２月中旬から給付金を支給（予定）


